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１． 研究課題 

首都圏は今後数十年の間に巨大地震に遭遇すると予測されており、首都圏を中心としたレジリエ

ンス向上は喫緊の課題となっている。東京都市圏の迅速な災害復旧・復興にあたっては、重要施設

や密集市街地の住宅群を対象とした、巨大地震下における速やかな被害推定や機能継続可否判定・

機能損失度判定・崩壊余裕度判定を可能とする技術が求められている。現代のセンシング技術を採

り入れた構造ヘルスモニタリング・スキームの確立を目指して、「データ収集・整備と被害推定シス

テム構築のためのデータ管理・利活用検討」を目的とした研究を実施した。 

 

２． 主な研究成果 

本プロジェクトの中心となるのは防災科学研究所所有の大型震動台（Ｅ－ディフェンス）による

実大実物試験体の加振実験である。2021年度は、室内機能維持に焦点をあてた実験を実施した。 

この実験も含む 21年度の具体的なテーマは以下の通りである： ① 本年度実施のＥ－ディフェン

ス実験における無線センサによる加速度データ計測； ② 前年度までに実施した木造・ＲＣ造・Ｓ

造Ｅ－ディフェンス実験での、無線加速度センサ・層間変位センサの主要データを併合した損傷度検討

法の検証； ③ 地震発生直後の広域危険度 1次診断を目的とする、「地域別応答スペクトル」の簡易

推定に向けた一連の流れの、Ｅ－ディフェンス実験を利用した検証； ④ 既設の常時地震観測記録

を断続的に利用した、地盤建物観測データの収集と地盤―建物系の地震応答評価精度向上に向けた

モデル構築。 

 

以下、順にその成果を述べる。  

 

＜① 室内機能維持に焦点をあてたＥ－ディフェンス実験における、データ計測・収集の検証＞ 

・本実験は、試験体ユニット内に再現した内装・家具什器等の、破損・散乱とそれらのモニタリン

グ手法の検証を主目的としており、試験体ユニットは、破壊を目的とはしておらず、剛な仕様とな

っている。この点を踏まえ、無線加速度センサ Swing Minder 5台を、震動台上に設置して、データ

収集・通信に焦点をあてた計測を実施した。結果として大きなデータ欠損もなく、順調に計測を行

うことができた。 

 

＜② 前年度までの木造・ＲＣ造・Ｓ造実験データを用いた損傷判定法の検討・検証＞ 

・構造体の損傷度判定にあたっては、無線センサによる絶対加速度データと層間変位計の実測デー



 

タを併用した損傷判定法の提案を目的としている。両センサの計測データを統合した判定法として、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 木造・ＲＣ造・Ｓ造試験体 

(1) Kalman Filterに基づく判定法；(2) モード合成法に基づく判定法；(3) 非構造部材・間仕切り壁

の損傷判定法；(4) 層間変位データの微分に基づく判定法、を提案し、図１に示す試験体計測データに

よる検証を行った。いずれの手法に関しても、その有効性を検証することができた。 

(1)(2)は、加速度データにもとづく層間変位推定値と実測値の比較から、損傷層・損傷度を判定する

ものであり、(3)は加速度データから推定した間仕切り壁の上下階床に対する相対変位と構造躯体の層

間変位の比較による判定法である。(4)は、層間変位データ計測のみが行われているような状況下での、

判定法を提案したものである。いずれも、これまでの既存の手法とは一線を画すものとなる。 

 

＜③ 「地域別応答スペクトル」の簡易推定システムの、Ｅ―ディフェンス実験を利用した検証＞ 

・数多くの建物における、頂部付近の最大加速度応答値が建物固有振動数とともに収集されれば、

計算不要の、「簡易応答スペクトル」を推定できる。この情報から、どの地域では、どんな高さの建

物が大きく揺れ、被害を受けたかの一次診断が可能となる。 

・このスキームのための、SIGFOXを採用した「最大値記録送信センサ」を作製している（図 2）。本

年度のＥ－ディフェンス実験時に、このセンサを震動台上に設置して、計測データをクラウド上に

送信する機能を確認し、それらのデータから「簡易応答スペクトル」を自動作成するまでの一連の

システムの有効性を確認した。実装に道筋がついたと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 2 最大値記録送信センサ 

＜④ MeSO-net システムに連動した既設センサによる地盤－建物系の地震観測記録の収集と地震

応答評価精度向上に向けた取組み＞ 

・現在、三つの学校建物（Ｊ校・Ｓ校・Ｔ校）において、MeSO-netシステムに連動した地盤・建物
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への地震計が設置済みであり、計測が継続している。これらの学校で計測されたデータを利用して、

応答評価精度向上に向けたモデル化の検討を行っている。 

・本年度は、2 質点に置換した建物モデルに、SWAY-ROCKING地盤ばねを設定し、各地盤ばねの与え

る影響をシミュレーションによって検証した。地盤ばねは薄層法によるモデル、この簡易評価とし

て成層補正法の一種であるコーンモデルを採用した。 

薄層法では、静的評価となる近傍の地盤ばね定数、下限線での地盤減衰定数を用いるモデルおよ

び周波数依存性考慮の周波数応答解析モデルのふたつを用いた。 

コーンモデルと併せて、3 種類のモデルに対して、応答倍率から相互作用効果の違いを確認し、地

盤ばね評価手法がシミュレーションに与える影響を検証した。 

 

３． 共同研究者  

谷井孝至（基幹理工学部・電子物理システム学科・教授）、仁田佳宏（研究院客員教授[足利大学・

工学部・教授]） 

 

４． 研究業績 

4.1 学術論文 

・K. Hattori, H. Kurakake, J. Imai, T, Hashimoto, M. Ishida, K. Sato, H. Takahashi, S. Oguma, 

H. Yamamoto, A. Hirano-Iwata, T. Tanii, Selective Stimulation of a Target Neuron in 

Micropatterned Neuronal Circuits Using a Pair of Needle Electrodes, Electro-chemistry, Vol.89, 

No.4, pp.348-354 (DOI: https;//doi.org/10.5796/electrochemistry21-0003) (2021 年 3 月) 

・S. Achilli, N.H. Le, G. Fratesi, N. Manimi, G. Onida, M. Turchetti, G. Ferrari, T. Shinada, T. 

Tanii, E. Prati, Position Controlled Functionalization of Vacancies in Silicon by Single‐Ion 

Implanted Germanium, Advanced Functional Materials, Vol.31, No.21, Paper No. 2011175 (DOI: 

https://doi.org/10.1002/adfm202011175) (2021 年 5 月) 

・Y. Nitta, A. Nishitani, Development of Cloud-Based Sensing System for Extraction/Transmis- 

sion of Only Peak Acceleration Response, Intelligence, Informatics and Infrastructure, JSCE 

(Accepted) 

4.2 総説・著書 

なし 

4.3 招待講演 

なし 

4.4 受賞・表彰 

なし 

4.5 学会および社会的活動 

西谷章：防災科学技術研究所・首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト、サブプ

ログラム（ｃ）研究統括 

西谷章：日本建築検査協会・高層評定委員会副委員長 

 

５． 研究活動の課題と展望 

・本年度は最終年度となる。これまでのＥ―ディフェンス実験を通して、統一的なセンサを用いて小地

震から大地震までの種々の実大実物構造物の応答データを収集できた。また、加速度実測データと層間

https://doi.org/10.1002/adfm202011175


 

変位実測データの併用による損傷度判定・損書位置判定を行う手法を提案し、その有効性も検証できた。

データの今後の有効利用、既存のものとは異なる判定手法のさらなる発展が期待できる。 

・最大値記録センサを用いた、擬似的な簡易応答スペクトルの自動生成システムについても一連の流れ

を検証できた。実装に近づいた、と言える。 

・地盤―建物系モデルを用いた、計測地震動データに基づくシミュレーション解析を実施して、建物の

観測データと比較を行い、各モデルの有効性を検証した。ただし、この 5か年に発生した地震は小さく、

それ以前の地震もそれほど大きくないため、今後も観測を継続して、非線形領域となるような応答観測

に基づく解析・分析が望まれる。 

 


